
矢巾町創業支援事業補助金交付要綱 

平成30年３月27日 

告示第40号 

矢巾町創業者支援事業補助金交付要綱（平成29年矢巾町告示第32号）の全部を改正

する。 

（趣旨） 

第１条 この告示は、矢巾町民が創業する際に要する経費に対し、予算の範囲内で補

助金を交付することについて、矢巾町補助金交付規則（昭和37年矢巾町規則第１号）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 新規開業者 次に掲げる者をいう。 

ア 現に事業を営んでおらず、新たに事業を開始する者 

イ 現に営んでいる全ての事業を廃止し、その廃止した事業と異なる業種の事業

を開始する者 

(２) 事業所 事業の用に供する町内の事務所又は店舗であって、次に掲げるもの

を除く。 

ア 公営住宅法（昭和26年法律第193号）第２条第２号に規定する公営住宅 

イ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が所有し東日本民間賃貸サー

ビス合同会社に売却した建物に売却以前から入居する者について、引渡し後10

年間賃料を変更できないこととする条件が適用される旧雇用促進住宅 

(３) 事業所用地 事業所の存する土地をいう。 

(４) 家賃 事業所の賃料（敷金、礼金及び共益費を除く。）。ただし、賃借物件

が住宅を兼ねる場合にあっては、賃料に当該賃借物件の総床面積のうち事業の用

に供する面積の占める割合を乗じた額とする。 

(５) 地代 事業所用地の賃料。ただし、当該土地に事業に供しない部分がある場

合にあっては、賃料に当該土地の総面積のうち事業の用に供する面積の占める割

合を乗じた額とする。 

(６) 開業日 新規開業者が個人の場合にあっては所得税法施行規則（昭和40年大

蔵省令第11号）第98条第1項に規定する開業等の届出書に記載された事業の開始日

をいい、法人の場合にあっては法人税法（昭和40年法律第34号）第148条第１項に

規定する法人の設立の届出書に記載された設立の日をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることのできる者は、次に掲げる要件を満たす新規開業

者とする。 

(１) 原則として、公益財団法人いわて産業振興センター又は矢巾町商工会の起業

指導を修了していること。 

(２) １年度目の補助金の交付申請書の提出時において、開業日から２年以内であ

ること。 



(３) 補助金の交付を申請しようとする者（以下「交付申請者」という。）が個人

の場合にあっては本人が、法人の場合にあってはその代表者が住民基本台帳法（昭

和42年法律第81号）第３条第１項の規定により整備された本町の住民基本台帳に

記録されていること。 

(４) 地方税法（昭和25年法律第226条）第５条に規定する市町村税（以下「市町村

税」という。）を滞納していないこと。 

(５) 営業に必要な許可等を取得していること。 

(６) 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項及び第５項に規定する

小規模企業者であって、中小企業信用保険法施行令（昭和25年政令第350号）第１

条第１項に規定する業種及び所得税法（昭和40年法律第33号）第26条第１項に規

定する不動産所得を得るために営まれる事業を除く業種のうち、町長が補助の対

象となる事業として適当と認める業種を営んでいること。 

２ 次に掲げる者は、前項の規定にかかわらず、補助金の交付の対象としない。 

(１) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第12号）

第２条の規定に該当する営業を行おうとする者 

(２) 本人、役員及び従業員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第77号）第２条第１項第６号に規定する暴力団員 

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認める者 

 （補助区分等） 

第４条 補助金の補助区分等は、次の表のとおりとする。 

補助区分 補助対象経費 補助額 補助対象期間 

新規開業

家賃補助 

補助対象者が、事業所を賃

貸借して開業する場合の家

賃 

月額４万円を上限とし、

補助対象経費の２分の１

以内の額（１円未満切り

捨て） 

３会計年度を

限度とし、連

続する24月以

内の期間 

新規開業

地代補助 

補助対象者が、事業所用地

を賃貸借して事業所を建設

し開業する場合の地代 

月額６万円を上限とし、

補助対象経費の２分の１

以内の額（１円未満切り

捨て） 

２ 前項に規定する補助対象期間の始期は、開業日の属する月とする。ただし、補助

申請者の申し出により、補助対象経費の支払いが始まった月とすることができる。 

 （交付の申請） 

第５条 交付申請者は、矢巾町創業支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添付して、会計年度ごとに町長に申請しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 履歴書（交付申請者が法人の場合は、代表者のもの） 

(３) 住民票の写し（交付申請者が法人の場合は、代表者のもの） 

(４) 市町村税の滞納がないことの証明 

(５) 事業所の賃貸借契約書の写し 



(６) 営業許可証等の写し（許認可を必要とする業種の場合に限る。） 

(７) 所得税法第229条の規定により提出された個人事業の開業・廃業等届出書の写

し（個人の場合に限る。） 

(８) 会社の定款の写し（法人の場合に限る。） 

(９) 登記事項証明書（法人の場合に限る。） 

(10) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

２ 交付申請者が２年度目以降の申請を行う場合にあっては、交付対象年度の４月末

日までに、前項の規定による申請をしなければならない。この場合において、前項

各号に掲げる書類のうち、前年度の申請において添付した書類と内容に変更がない

ものについては、第３号、第４号及び第10号を除いて、添付を省略することができ

る。 

 （交付の決定） 

第６条 町長は、前条の規定による申請があったときは、補助金の交付の可否を決定

し、矢巾町創業支援事業補助金決定通知書（様式第２号。以下「決定通知書」とい

う。）により交付申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、補助金の交付の決定について、補助金の交付の目的を達成するため、必

要な条件を付すことができる。 

 （変更申請等） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、第３条

の要件を欠いたとき、又は第５条の申請の内容に変更が生じたときは、矢巾町創業

支援事業補助金変更・廃止承認申請書（様式第３号）を町長に提出し、承認を得な

ければならない。 

２ 町長は、前項の申請内容を審査し、承認の可否を決定し、決定通知書により通知

するものとする。 

 （補助金の交付） 

第８条 交付決定者は、補助事業が完了したときは、矢巾町創業支援事業補助金実績

報告書（様式第４号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

(１) 補助対象経費の支払を証明する書類（以下「領収書等」という。） 

(２) 事業の実績を確認できる書類（確定申告書、決算書の写し等） 

２ 町長は、前項の規定により提出された書類を審査し、これが適正であると認めた

ときは、補助金を支払うことができる。 

３ 交付決定者は、前項による補助金の交付を受けようとするときは、補助金請求書

を町長に提出しなければならない。 

 （前金払） 

第９条 町長は、補助事業の遂行上必要があると認めるときは、前条第１項及び第２

項の規定にかかわらず、補助金の一部を前金払することができる。 

２ 交付決定者は、補助金の前金払を受けようとするときは、前金払請求書に領収書

等を添えて、町長に提出しなければならない。 

 （重複助成の禁止） 

第10条 この告示による補助金は、補助対象経費を同じくする他の補助金の交付を受



けた事業について、重複して交付しない。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成30年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行前にこの告示による改正前の矢巾町創業者支援事業補助金交付要

綱（以下「旧要綱」という。）の規定により行われた申請、決定その他の行為は、

この告示による改正後の矢巾町創業支援事業補助金交付要綱の相当規定により行わ

れたものとみなす。 

３ この告示の施行前に旧要綱第７条第１項の規定による交付の決定を受けた補助事

業者に係る旧要綱第３条及び第５条第２号の規定は、なお従前の例による。 

 


